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人事制度の運用・浸透フェーズにおける
アクションプランを考える

実務解説

高年齢雇用継続給付の改定に伴う
高齢者雇用の変化と実務対応

実務解説

懲戒処分の選択に際しては、個別事例に基づき、個々の非違行為が全体として職場に及ぼす影響を適切に評価する必要がある
（糸島市事件　最高裁三小　令 7. 9. 2判決）

労働判例

●メンタルヘルス不調を理由に休職中の従業員が資格取得のため通学していた場合、懲戒処分は可能か
●懲戒処分の対象者の名前を社内で漏洩した社員に、何らかの制裁を科すことは可能か
●自らの人事異動の内示情報を同僚に漏洩した社員に、懲戒処分を科すことは可能か
●管理職登用試験で生成AIの使用を禁止し、違反者を懲戒処分することは可能か
●部下に説教したことを本人のいない場で吹聴していることを理由に、パワハラとして懲戒処分できるか
●新たに短時間勤務となる者の年休取得時の賃金額の考え方と、こうした取り扱いに伴う必要な手続きとは
●役員との昇進確約の口約束を理由に海外赴任をした社員について、赴任前と同待遇にすることは問題か
●セクハラ被害者と行為者を引き離した後、被害者が転勤した場合、行為者を元の部署に戻してもよいか

相談室Q&A

本誌特別調査

2025年度
ホワイトカラー
職種別賃金調査  
 （労務行政研究所） 

判例解説　─メンタルヘルス判例研究シリーズ〈第45回〉

産業医、弁護士から見た
判断のポイントと対応の留意点
フィデリティ証券事件（東京地裁　令 6.12.10判決）
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